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歳
出
と
は
、
市
が
１
年
間
に
使

う
お
金
の
こ
と
で
す
。
次
に
、
歳

出
に
つ
い
て
施
策
の
内
容
ご
と
に

紹
介
し
ま
す
。

　

農
業
関
係
で
は
、
活
力
あ
る
高

収
益
型
園
芸
産
地
育
成
事
業
補
助

金
な
ど
の
施
設
整
備
の
た
め
の
予

算
を
計
上
し
ま
し
た
。
ク
リ
ー
ク

の
保
全
関
係
で
は
、
地
域
か
ら
の

要
望
に
応
え
る
た
め
工
事
費
の
増

額
を
行
い
ま
し
た
。
さ
ら
に
県
事

業
な
ど
を
活
用
し
な
が
ら
、
引
き

続
き
護
岸
の
整
備
や
浚

し
ゅ
ん
せ
つ渫

を
進
め

て
い
き
ま
す
。

　

水
産
業
関
係
は
、
老
朽
化
が
進

ん
で
い
る
中
島
・
両
開
漁
港
の
改

修
を
目
的
と
し
た
漁
港
機
能
保
全

事
業
費
を
新
た
に
計
上
し
ま
し
た
。

　

商
工
業
関
係
で
は
、
観
光
客
を

呼
び
込
む
た
め
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ

ン
事
業
費
、
柳
川
の
地
域
資
源
を

活
用
し
た
ブ
ラ
ン
ド
商
品
の
開
発

な
ど
を
行
う
ブ
ラ
ン
ド
推
進
事
業

費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
こ
の
ほ

か
、
体
験
型
・
交
流
型
イ
ベ
ン
ト

を
開
催
す
る
着
地
型
観
光
推
進
事

業
費
を
新
た
に
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

を
、
み
や
ま
市
と
共
同
で
大
和
庁

舎
内
に
開
設
す
る
こ
と
か
ら
、
そ

の
運
営
に
伴
う
経
費
を
新
た
に
計

上
し
ま
し
た
。
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 義務的経費（
52.0％

） 投
資

的
経費
（1
6.8％）

合併特例債は 15 事業に 21 億 7780 万円

　合併した市町村に特例として認められる合併特例債
は、21 億 7780 万円を借り入れ、道路整備事業や柳
川駅東部土地区画整理事業など 15の事業に活用する
予定です。
大和地区他光通信事業補助金　　　　1 億 9470 万円
市内用排水路整備事業　　　　　　　1 億 9000 万円
農村環境整備事業　　　　　　　　　　　5510 万円
県営農業用用排水路整備事業負担金　　 　4750 万円
道路整備事業　　　　　　　　　　  　5 億 520 万円
都市計画街路事業負担金　　　　　　　　　230 万円
柳川駅東部土地区画整理事業　　　　5 億 9730 万円
柳川駅周辺地区事業　　　　　　　　1 億 2560 万円
密集住宅市街地整備促進事業　　　　　　7750 万円
消防施設整備事業　　　　　　　　 　　　6200 万円
二ッ河小学校校舎改築事業　　　　 　　　1200 万円
垂見小学校校舎改築事業　　　　　 　　　1320 万円
大和中学校校舎改築等事業　　　　  1 億 8870 万円
スポーツ施設改修事業　　　　　　 　　1 億 10 万円
市民武道場改築事業　　　　　　　　　　　660 万円

地域振興基金から 4 億 2610 万円を活用

　地域振興基金は、合併前に旧市町ごとにあった基金
を、そのまま新市発足後 10年間に限り、均衡あるま
ちづくりのため旧市町ごとに活用する基金です。3つ
の地域振興基金から、次の事業に 4億 2610 万円を活
用することにしています。
柳川地域振興基金　　　
柳川地域校区公民館 7 館改修事業　　　　2360 万円
大和地域振興基金　　　
コミュニティセンター建設事業　　　　　2800 万円
大和中学校校舎改築等事業　　　　  1 億 8870 万円
中島校区学童保育所整備事業　　　　　　　210 万円
三橋地域振興基金　　　
コミュニティセンター建設事業　 　 1 億 4440万円
中山集会所改築事業　　　　　　　　　　　430 万円
二ッ河小学校校舎改築事業　　　　　　　1200 万円
垂見小学校校舎改築事業　　　　　　　　1320 万円
矢ヶ部小学校職員駐車場整備事業　　　　　980 万円

め
ら
れ
る
合
併
特
例
債
は
、
21
億

７
７
８
０
万
円
で
す
。

　

市
債
が
増
加
し
た
主
な
要
因
は
、

合
併
特
例
債
の
充
当
率
（
事
業
費

に
充
て
る
市
債
の
割
合
）
を
引
き

上
げ
た
た
め
で
す
。

歳入の内訳歳出の内訳
※そのほかの内訳
商工費    6 億 3943 万円  （2.3％）
議会費    2 億 6799 万円  （1.0％）
そのほか 1 億 3745 万円（0.5％）

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。

　

市
の
平
成
24
年
度
の
一
般
会
計
予
算
が
３
月
の
市
議
会
定
例
会
で
可
決
、
成

立
し
ま
し
た
。
予
算
総
額
は
歳
入
、
歳
出
い
ず
れ
も
２
８
０
億
４
２
０
０
万

円
で
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
て
13
億
３
７
０
０
万
円
、
率
に
し
て
５
％

増
加
し
ま
し
た
。

　

24
年
度
は
、
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
た
め
定
住
化
促
進
に
向
け
た

３
つ
の
支
援
制
度
の
創
設
、
学
童
保
育
所
の
拡
充
な
ど
に
よ
る
子
育
て
支
援

の
強
化
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
に
よ
る
住
宅
用
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム

設
置
へ
の
補
助
制
度
の
創
設
、
着
地
型
観
光
推
進
事
業
な
ど
に
よ
る
観
光
振

興
の
推
進
、
大
和
中
学
校
校
舎
等
改
築
等
事
業
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

建
設
事
業
な
ど
に
よ
る
学
校
教
育
・
生
涯
学
習
施
設
の
整
備
な
ど
を
中
心
に

予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

　

予
算
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
は
、
市
財
政
課
（
☎
77
・
８
４
３
２
）
ま
で
。

　

歳
入
と
は
、
１
年
間
に
市
に
入

る
お
金
の
こ
と
で
す
。

　

市
税
は
、
年
少
扶
養
控
除
の
廃

止
や
固
定
資
産
税
の
評
価
替
え
な

ど
に
よ
り
、
前
年
度
よ
り
1.3
％
多

い
、
60
億
８
８
７
１
万
７
０
０
０

円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

地
方
消
費
税
交
付
金
は
、
前
年

度
と
同
じ
６
億
３
０
０
０
万
円
を
、

ま
た
地
方
譲
与
税
は
、
前
年
度
よ

り
1.6
％
少
な
い
３
億
５
０
０
万
円

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

地
方
特
例
交
付
金
に
つ
い
て
は
、

前
年
度
よ
り
84
・
３
％
少
な
い
１

９
０
０
万
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

地
方
交
付
税
は
、
標
準
的
な
行

財
政
運
営
に
必
要
な
経
費
を
補
う

た
め
に
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
も
の

で
、
前
年
度
よ
り
１
億
１
５
０
０

万
円
多
い
91
億
３
０
０
０
万
円
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

　

国
庫
・
県
支
出
金
は
、
特
定
の

行
政
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
交

付
さ
れ
る
も
の
で
、
24
年
度
は
歳

入
全
体
の
22
・
５
％
に
当
た
る
63

億
２
８
３
６
万
３
０
０
０
円
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
、
一
時
的
に
多
額
の
経

費
が
必
要
な
と
き
に
借
り
入
れ
る

長
期
的
な
借
金
の
こ
と
で
、
前
年

度
よ
り
14
億
１
４
７
０
万
円
多
い

33
億
３
７
５
０
万
円
を
計
上
し
て

い
ま
す
。
市
債
の
中
で
、
合
併
し

た
市
町
村
に
限
り
特
例
と
し
て
認

歳 
入
市
税
は
前
年
比
1.3
％
増
を
見
込
む

   自主
財

源（
29.1

％
）

依

存
財
源（
7
0
.9
％
）

諸収入
7 億 681 万円（2.5％）

分担金・負担金
4 億 5951 万円（1.6％）

使用料・手数料
3 億 5948 万円（1.3％）

繰越金
1 億円（0.4％）

繰入金
4 億 2809 万円（1.5％）

財産収入
3023 万円（0.1％）

市税
60 億 8872 万円

（21.7％）

地方交付税
91 億 3000 万円

（32.7％）

国庫支出金
42 億 9596 万円

（15.3％）

市債
33 億 3750 万円

（11.9％）

県支出金
歳入内訳
280 億

4200 万円

地方消費税交付金
6 億 3000 万円（2.2％）

地方譲与税
3 億 500 万円（1.1％）

そのほか
1 億 3830 万円（0.5％）

20 億 3240 万円
（7.2％）

固定資産税
28 億 6679 万円

（10.2％）

市民税
26 億 2900 万円

（9.4％）

市たばこ税
4 億 2000 万円

（1.5％）

軽自動車税
1 億 6520 万円

（0.6％）
市税
60 億
8872 万円

（21.7％）
そのほか 773 万円（0.0％）

民生費
102 億 8462 万円

（36.6％）

土木費
33 億 2596 万円

（11.9％）
公債費

30 億 9696 万円
（11.0％）

教育費
30 億 2360 万円

（10.8％）

総務費
28 億 7814 万円

（10.3％） ※市民１人当たりの市税額は 8 万

5288 円。内訳は固定資産税 4 万

157 円、 市 民 税 3 万 6826 円、

市たばこ税 5883 円、軽自動車税

2314円、そのほか108円です（24

年 2 月末人口 7 万 1390 人で算

出）。

　  衛生費
18 億 5341 万円
　　　（6.6％）

農林水産業費
17 億 6965 万円

（6.3％）

消防費
7 億 6479 万円

（2.7％）
10 億 4487 万円

（3.8％）

目的別歳出
280 億

4200 万円

扶助費
67 億 1879 万円

（24.0％）

人件費
47 億 6760 万円

（17.0％）

公債費
30億 9795万円

　　（11.0％）

性質別歳出
280 億

4200 万円

物件費
31 億 1758 万円

（11.1％）

繰出金
30 億 9937 万円

（11.1％）

  補助費等
15 億 9109 万円

（5.7％）

普通建設事業費
46 億 9709 万円

（16.8％）

そのほか
9 億 5253 万円

（3.4％）

※
そ
の
ほ
か

280億4200万円を計上
選ばれるまちを目指し

市税の
内訳

平成 24 年度
一般会計予算歳 

出
人
口
増
に
向
け
定
住
化
事
業
に
着
手

産
業
の
振
興

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
を

大
和
庁
舎
に
新
設


